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第２回 運輸/競争政策・基準認証・法務・資格 合同 TF 議事概要 

 

 

１．日 時：平成 19 年 11 月 1 日（木） 9:30～ 10:30 

２．場 所：永田町合同庁舎１階 第１共用会議室  

３．項 目：「国際航空協定に関する独占禁止法適用除外制度の在り方」について  

      全日本空輸株式会社からのヒアリング  

４．出席者：【規制改革会議】中条主査 

     【全日本空輸株式会社】執行役員企画室長     岡田 晃  

                 企画室企画部担当部長   宮川 純一郎 

                 企画室企画部部長代理   後藤 洋 

 

５．議事 

 

○中条主査 それでは、「運輸/競争政策・基準認証・法務・資格合同ＴＦ」として、全日

空さんからＩＡＴＡの独禁法適用除外を中心にお話を伺いたいと思いますので、よろしく

お願いいたします。 

○岡田室長 今日はこういう形でいろいろ私どもの主張を聞いていただけるということで、

ありがとうございます。公正取引委員会で規制研（政府規制等と競争政策に関する研究会）

が開催されておりまして、元々、規制研の方で、欧州等々でＩＡＴＡ協定に対する競争法

適用除外制度の見直しを実施するということで、我が国においても、国際的な整合性の観

点からということでありますけれども、独禁法適用除外について、いろいろ検討されてお

ります。 

 我々としては、利用者利便の観点から、いろんな形で意見を言いたい、ある意味で国際

航空の市場の実態とかもお話もして、是非いろんな形で研究をしていただきたいというこ

とで、規制研にもオブザーブも要望したのですが、以前、外航海運のときはオブザーブが

業界に認められたみたいなのですが、我々についてはオブザーブという形では規制研には

入れていただけなくて、最終的に５月 25 日に業界に対するヒアリングということで、一度、

独禁法適用除外に関する在り方の主張という形でやらせていただきました。この５月 25

日のヒアリングの我々のプレゼンテーション並びに議事録等々については、もう公開され

ているという状況でございます。 

 本日については、その分の中で、もう既に規制研から考え方が出されておりますので、

我々として中心的に考えるところを主に御説明をしたいというふうに思っています。 

 本日はお手元に資料を２つ御用意しておりますが、１つは規制研のペーパーに対するパ

ブリックコメントが募集されていますので、それに対しての意見、それをサマライズした

ものということで資料を御用意させていただきます。 
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 各論に入ります前に、我々としての本件に関するスタンスというのを、まず最初にお話

しをさせていただければと思います。 

 世界的な航空の自由化の流れというのは、個社としても非常に認識をしております。我

々としては、お客様、お荷物等々を運ぶ商売でありまして、お客様等々の、いわゆる利用

者のニーズというのは非常に多様化しております。ただ、これは誰かがやらなくてはいけ

ない事業でありまして、ここからは大事なところだと思うのですが、国際航空というと、

世界を網羅するということが必要になります。ということになりますと、１社でそれをす

べて網羅するということは不可能でありまして、数社、いろんな各社で、いろんな意味で

連帯してサービスを提供するという形になっております。我々としては、そういう形でや

るに当たっては何らかのルールが必要だということで考えております。そういう意味では、

適用除外という形で今、議論をされているわけですけれども、我々として、こういうサー

ビスを提供するに当たっての何らかのルール、判断、基準、そういうものがやはり必要で

はないかという観点で今回の見解をまとめております。 

 では、お手元に資料がありますので、大きく論点は２つ、私どもとしては、この適用除

外について論じたいところがございます。お手元の横書きのペーパーの一番後ろに「対象

となる国際航空に関するエアライン間協定」というリストがございますが、いわゆる国際

航空に関する協定という部分につきまして、分類としましては、ＩＡＴＡ運賃協定、アラ

イアンス関係、運送に関するルール、そして国際条約、と大きく４つの分類がございます。 

 我々としましては、基本的にＩＡＴＡの運賃協定、これについては後ほど、私どもの主

張は述べさせていただきます。あと、アライアンス関係、ここについても述べさせていた

だきます。その他の協定については、一番最後にあります国際条約関係、これ以外は、基

本的に我々は現状でも独禁法には抵触していないと思っていますので、ここについては特

に論じておりません。そういう意味では、１番と２番のアライアンス等々について、中心

的にお話をしたいと思っています。 

 ８番のキャリア運賃協定ですが、ここについては、いろいろな形で二国間の協定で指定

航空企業間の合意とか、そういう部分があります。我々としては、先ほど申し上げました

ように、運賃等々についてもマーケットに任すべきだというふうに思っていますので、こ

こについては特に議論にはしておりません。ということで、大きく２点、ＩＡＴＡとアラ

イアンスについて、本日は御説明したいと思います。 

 では、１ページに戻っていただきまして、ＩＡＴＡ運賃関連ということについて御説明

をしたいと思います。 

 まず最初に、当社の基本的なスタンスでございますけれども、先ほど申し上げましたよ

うに、国際航空というのは１社でできないということでございまして、数社の航空会社が、

乗り継ぎとか、いわゆるお客様のエンドース等々をやることによってサービスを提供して

おります。 

 お客様は途中で降機をすることを望まれたり、乗り換えを望まれたり、あるいは経路変
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更を望まれたり、様々なニーズがございます。そこに対して、我々としては「共通運賃」

を設定するものであって、連帯運送による利用者利便を維持するためには、ある意味での

「共通運賃」のような、何らかの仕組み、指標、あるいは精算のルール、こういうものが

必要ではないかというふうに考えている次第です。そういう意味では、我々としては、こ

れが規制研の指摘のままになりますと、なかなかお客様に対して今のようなサービスが提

供できなくなる危惧を持っております。 

 規制研のペーパーの中で言われている論点と、それに対する我々の意見ということにな

りますが、ポツで３つ書かれてあるのが規制研の意見であります。 

 １つは、規制研で言われているのは、共通の運賃をやらなくても、個別の航空会社間だ

けで決めれば連帯運送ができるのではないかという論点が１つあります。 

 ２点目には、元々「共通運賃」のような基準を決めて、それを目安と言うこと自体がカ

ルテル行為になるのではないかと、これが２点目の論点であります。 

 ３点目については、ＩＡＴＡの運賃という形で共通の運賃をつくりますと、正にキャリ

ア運賃とか個社がやる部分があるのですが、それに対しての指標となって、ある意味で弊

害があるのではないか。こういう３点の規制研の主張がございます。 

 それについて、我々としての考え方ですが、まずは１点目の、個社で個別にやればいい

のではないかということでございますが、先ほど申し上げましたように、お客様はさまざ

まな国に行かれます。様々なことをやられます。 

 そういう意味では、今、ＩＡＴＡに加盟している各社、300 社近くありますが、その全

路線について、あらかじめ個別に、いわゆるバイラテラルでいろいろ物事を決めるという

ことは、実質的に不可能であります。また、仮にこれが無くなったと、個別にやるという

話になると、取決めの無い会社の区間はインターライニングができなくなる。そういうと

ころがありまして、サービス上は悪くなるのではないかというふうに思っています。 

 また、こういう形でいわゆる接続等々をやることによって、運賃も通しの運賃という形

でやることができます。そういう意味では、これが無くなりますと、それぞれ個別の運賃

の合算になりますので、合算になると、結果的には運賃が高くなる可能性もあります。 

 片方で言えば、キャリア運賃同士という形で、例えば、ＬＣＣとＬＣＣを選ぶというこ

とは、それはお客様としてはできる。ただ、ＬＣＣとＬＣＣでしたら、いろんな可変性と

いうか、経路変更ができないとか、そういう部分がございます。お客様として経路変更と

か、いろんな乗り換え等々、後はエアラインの変更とか、そういうことを自由にできると

いうことを御希望になった場合には、何らかの形が必要ではないかということで考えてお

ります。 

 次に、共通運賃についてやることがカルテル行為になるのではないかということであり

まして、結局、適用除外をやめれば、航空会社が何らかの形でやり方を考えてくるのでは

ないか、結果として何かつくるのではないか、そういうことが書かれております。 

 実際、今回の事のきっかけになりました欧米の実態ですが、欧米の部分につきましては、
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確かに従来のＩＡＴＡ運賃という形ではないのですが、新しい制度として、ｅタリフとか

フレックスフェアという新しい制度でもって、従来のＩＡＴＡ運賃に代わる共通のものを

実際問題つくっております。欧米の規制当局も、ここについては競争法制上の問題として

指摘もしておりません。 

 そういう意味では、我々がここで適用除外を廃止されれば、結果として何らかの代替手

段をつくらざるを得ないという形になるわけですが、では、この代替手段に対して、いわ

ゆる環境条件といいますか、ガイドラインといいますか、そういうものがない中で、後で

考えましょうと言われても、我々としては非常に困る部分がある。結果として航空会社が

違反しないやり方を考えてくるのではないかという主張は、元々、結果として何らかの基

準ができることを暗に認めていることでもあるのではないかと感じざるを得ないというふ

うに思っております。 

 ３点目に、ＩＡＴＡ運賃がいわゆるキャリア運賃の指標となるのではないかという主張

があります。いわゆる運賃は、季節変動とか、そういう形で動くわけで、結果として、Ｉ

ＡＴＡ運賃とキャリア運賃が同じような、類似するような動きをしているというのは、分

析をすればそういうふうに見えるかもしれません。ただ、キャリア運賃というのは、個別

の会社としてやっているわけでありまして、我々としては、市場とか外部環境、正に油が

上がったとか、そんな部分を含めて決めているものであります。 

 ということで、我々としては、何もキャリア運賃指標としてＩＡＴＡ運賃を必要とは考

えておりません。あくまでも、正に連帯運送のためでありまして、そういう意味では、先

ほど申し上げましたように、キャリア運賃制度については、我々としては自由に各社がセ

ットすればいいのではないかというふうに思っていますので、その指標としての何らかの

必要性も全く感じておりません。 

 あと、ここでもう一点付け加えないといけない部分としては、例えばいろいろ制度を変

えるというふうになりますと、我々としては、国際線の航空券は１年前から販売をしてい

る分もありますので、移行措置というのが非常に重要になります。ある日突然、明日から

変えろと言われても、我々としては予約を前々からお客様から受けているということもあ

りますので、そこら辺のところも重要な観点だというふうに思っております。これが１点

目のＩＡＴＡ運賃でございます。 

 ２点目ですが、アライアンス関係、ここについても我々としては、何らかの、今回の分

については、制度上のものが必要ではないかというふうに思っております。アライアンス

というのは、私ども、今、スターアライアンスというところに加盟をしております。同業

他社の日本航空さんも、ついこの間から、ワンワールドというアライアンスに入っており

ます。 

 世界の航空会社の今の状況というのは、どちらかというと、アライアンス間の競争とか

オープンスカイの促進という形で、どんどんと流れが変わっております。まさにアライア

ンス内での提携関係が進化しております。 
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 例えば欧米では、ユナイテッド航空とルフトハンザがアトランティックプラスという形

でやっておりまして、統一運賃の設定とか、路便の調整とか、収入の配分とか、そういう

ことをやる形が、もう既にアライアンスの進化ということで進んでおります。これについ

ては、欧米では競争法の適用除外という形で認めておる。そういう実態がございます。 

 今後、アライアンスの中での提携というのが進むわけでございまして、いわゆる公正な

競争環境の確保という部分では、我が国においてもそういう形のものが無いと、非常に厳

しい。グローバルアライアンスの時代の中で、利用者利便の向上とか、あるいは公正な国

際競争環境の確保という観点では、そういう部分が必要ではないか。正に世界的な潮流と

して、市場を活性化するという意味では、非常に大きな必要性を感じております。そうい

う意味で、ここの部分について、これも適用除外というのは何らかの形で残す必要がある

のではないか。 

 アライアンスの意義ということですが、やはり先ほど申し上げましたように、国際航空

というのは１社ではできません。１社でできないサービスをアライアンスという枠組みに

よって、いろんなサービスが提供できているという形になっております。それは効果とし

てはネットワークとか、運賃とか、マイレージとか、そんなところであります。我々とし

ては、あくまでもお客様にどういうサービスを提供するかという観点での話でございます。 

 ここについて、規制研では２点の主張をされています。 

 １つは、結局、こういう提携については、それが競争の実質的な制限に該当するかどう

かというのは、やはり個別に判断すればいいのではないか、一律に適用除外ということを

やる必要はないのではないか、これが１つの主張です。 

 ２点目は、二国間の交渉の中で、他国が独禁法の適用除外を求めてくるような事態があ

るというのは考えにくい、アメリカが交渉のツールとしてそういうことをやることは考え

にくい、だから、そういうことは必要ないのではないかという２点がございます。 

 １点目の違法性の部分ですが、日本の独禁法の今までの歴史を見ると、我々が言ってい

るアライアンスというのは非常に広いマーケット、広い市場における競争促進を言ってお

ります。 

 片方で、アライアンスの中といいますと、航空会社間で、ある意味では統一運賃の設定

とか、路便調整するわけですから、そこの部分については、個社間で言えば、逆に言うと

それは競争を制限する可能性があるのではないかということで、狭い市場の中での話が優

先されて、違法とされるというような危惧を私どもとしては持っております。 

 そういう部分で違法とされますと、我が国でこういうアライアンスの提携が進化できな

いということになります。結局、アライアンスの各社は何をするかというと、例えば我が

国でそれが認められない、仮に韓国で認められるとなりますと、海外の航空会社は我が国

の独禁法適用除外にならないのであれば、隣国の、例えば韓国の航空会社とそういう提携

を結んでいって、我々はそういう提携を結べなくなる。結果として、国際競争上、非常に

不利になるという懸念を私どもとしては持っております。 
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 次に、２点目の交渉ツールの問題ですが、我々としては、他国が日本に対してオープン

スカイを求めてくる、これは既にいろんな形で求められているわけですが、そこの中で、

いわゆるアライアンス内での本邦会社との提携強化、例えばアメリカがヨーロッパとのオ

ープンスカイを求めるに当たって、ヨーロッパの中のルフトハンザとのアトランティック

プラスを求めたように、そういうオープンスカイの条件としてやってくることは、アメリ

カとヨーロッパのオープンスカイ交渉でも実際にやられたことでありますので、我が国に

そういうことが無いということはあり得ないと思っています。 

 そこに我々に適用除外が無いとすれば、先ほど言いましたように、国際競争力上の不利

になる可能性がありますので、我が国の航空政策の観点からも、総合的な判断が可能とな

るような制度が必要ではないかというふうに思っております。どうしてもやはり、どこの

マーケットで何を判断するかということでございますので、我々としては、そういう観点

でアライアンスということについても、今回については大きなポイントになるのではない

かというふうに考えております。 

 今、お話をした、もうちょっと詳しい部分については、パブリックコメントでもうちょ

っと深く書いておりますので、そこも読んでいただければ、私どもの主張は御理解いただ

けるのではないかというふうに思っております。 

  

○中条主査 ありがとうございます。 

 まずは少し確認させていただきたいのですが、連帯運送の話に関しては、横長の方に３

つ論点を挙げていただいているのですが、フレックスフェアだとかｅタリフだとか、そう

いった類のものについて、きちんと担保がされるならば、そこは問題が無いと考えてよろ

しいですか。 

○岡田室長 そうです。何らかの形でインターライニングをするためのツールが担保され

れば、こだわるものではないです。ただ、今の中で言うと、それは全く担保されていない。 

○中条主査 これをやったら違反なのか、違反でないのかがわからない状態で行動するの

は困るよという話ですね。 

○岡田室長 はい。 

○中条主査 分かりました。そこは割と明確な話かなと思います。 

 ２つ目のアライアンスの方に関しては、悩ましいのは、要するに外資規制があって、合

併ができない状態で、アライアンスというものをどのように評価するかというところにか

かわってくる話だと思うのです。通常のマーケットであるならば、国際競争の中である程

度のネットワークを持って規模を大きくしていかなければいけない。仮に日本航空さんと

アメリカン航空が合併する、全日空さんとユナイテッド航空が合併するということになれ

ば、そこに今のワンワールドやスターアライアンスなどの主要な会社がくっついて合併し

てしまったという状況を考えると、合併した会社は当然、運賃は１つであるわけです。そ

ういうものをもし認めるというのであるならば、当然アライアンスの中で運賃協定があっ
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てもおかしくないよねという話はあるわけですね。理屈上の話としてはそれがあるわけで

す。 

 ただし、一方で外資規制があって、形式的なと言いますか、形の上でのメガキャリアの

誕生というのは実はできない形になっています。そうすると、実質的にアライアンスで対

応していくという側面があるわけです。そこをどう考えるかというのは難しいところがあ

るのですが、ただ、今の外資規制があるという前提でものを考えていかざるを得ないとす

れば、これはやはりそれぞれ独立の企業であると、アライアンスの中の会社は独立の企業

であると考えざるを得ないですね。 

 そうすると、その中で、様々なマーケティング上の協定まではＯＫだけれども、価格に

関してまでプールをするとか、協定をするという話になると、これは見た目上は完全にカ

ルテルであるという話になってしまうわけです。ですから、そこのところは、ここまで認

めろという話は、私はなかなか難しいのかなと思います。実態的にアライアンス間の競争

がどれぐらい行われていてということを、かなりアライアンス間の競争が行われています

よということを言っても、運賃協定までを認めろという話は難しくなってくるかなと思い

ます。これを適用除外にしろというのはかなり厳しいのかなという感じがするのですけれ

ども、これはどうでしょうか。 

○岡田室長 例えば、ヨーロッパで言えば、ＥＵの中では１つのマーケットになっていま

すから、外資規制等々という問題は無いわけですが、今、先生おっしゃったように、いわ

ゆる二国間協定をずっとやっているという世界的な状況の中で言うと、率の違いはあれ、

いろんなところで外資規制がある、これは前提とせざるを得ないと思います。その中で航

空の自由化というのが進んできている。そういう実態の中で、元々航空の自由化とか規制

緩和というのは、競争促進によってお客様にどういうサービスが提供できるかということ

だと思いますが、例えばユナイテッド航空とルフトハンザの部分についても、基本的に何

から何まで全部ＯＫだということを言っているわけではなくて、例えば競争法適用除外の

範囲はここであって、これ以上やってはいけないという区分けをしてあるわけです。 

 例えば適用除外の範囲ということで言うと、運航会社と機材とかコンフィギュレーショ

ン（座席配置）の調整をして良いですよ、路線におけるプライシングとか、座席とか、イ

ールドコントロール（運賃戦略）とか、収入プールとか、ここは良いですよ、チェックイ

ンとか販売予約の相互の接続は良いですよ、ただし、例えば同一のブランドでの運航は認

めません、これは駄目です。あるいは、いわゆる運賃会議で個別の調整などはしては駄目

です。あるいは路線でも、路線をある程度見て、例えばシカゴ－フランクフルト、ワシン

トン－フランクフルトについては認めないとか、結構きめ細かくやっている。あるいは、

例えば参入障壁が認められた場合には、いろんな意味での是正措置を講じるということで、

アライアンスが適用除外になったら何から何まで全部できるということではない。そうい

うような形でやっています。 

 我々が心配するのは、日本については全く駄目ですと言われたときに、先ほども言いま
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したように、日本と組めないねと、アライアンスの中では韓国の人と組みましょうという

ふうになられたら、我々は韓国の航空会社との国際競争力が落ちてしまうので、それは我

々としては、サービスが提供できなくなるという観点で、欧米でも他国が認めている部分

であれば、ある意味でイコールフッティングということで、我々にもそれは担保したいと

いうわけです。 

○中条主査 その場合に、方向は２つあるわけで、１つは、基本的に適用除外ですよ。た

だし、これはやってはいけないというやり方をするのか、それとも、基本的にこれはやっ

てはいけませんよ。ただし、これは良いですよというやり方をするのかというのは、両方

の考え方があると思うのです。どっちにしたって、ある程度、ここのところもガイドライ

ンを示してもらわないと困るよと、そういう話なのでしょうか。 

○岡田室長 そうですね。だから、規制研の中で言うと、違法かどうかというのは、モノ

を見てから決めるよという話になっているわけです。 

○中条主査 事後審査ですからね。公正取引委員会の考え方、あるいは競争当局の考え方

というのは基本的に事後審査でやっていくという話ですから、前もってそういうことを決

めておくべきではないという姿勢ですから、実際に行われた行為が見た目は競争阻害的な

行動であっても、実質的にそうでなければ、それはＯＫよという形で見ていくというのが

基本の話です。だから、私は、公正取引委員会がきちんと正しく行動するのであれば、基

本的にはそれで良いのかなと思うところがあるわけです。 

 ただ、ある程度ガイドラインを示しておいてくれないと、事業者としては、そういうこ

とについて、何らかのマーケティング手段について、かなり投資をして、やってみたら、

駄目と言われたというのでは、それは困りますよねと、これは別に航空会社にかかわらず、

通常の企業でも当然そういう要求はあるわけですから、そういう意味で、これは事前規制

ではないのだけれども、事業者というのは必ず公正取引委員会に、これは大丈夫ですかと、

前もってある程度相談に行って、これぐらいなら大丈夫でしょうということであれば実行

する、心配なときは問い合わせをしていくという形が普通の形になっているわけです。 

 それだとまずいのだというところをもう少し御説明をいただけると思います。通常すべ

て独禁法上の取締りを受けるのは困るわけですし、取締りを受けたというふうに言われる

と、やはり、それだけで世間体も悪いわけですし、当然それはお考えになるところだとい

うことは分かりますが、通常の独禁当局へのコンサルトと言いますか、その範囲で対応す

るのは難しいという何か根拠というか、そこのところをもう少し御説明いただけるとあり

がたいのですが。 

○後藤部長代理 今のお話で言いますと、基本は事後審査だということで、ただ事前相談

制度もあるよという御説明でした。アメリカでは、最終的にはＵＳＤＯＴ（米国運輸省）

もこういう提携関係に関して、例えばユナイテッド航空とルフトハンザ、あるいはデルタ

航空とＫＬＭの個社での深化した提携を認めた結果、運賃は下がり、旅客数は大幅に増え

た、結局アライアンス間の競争は激化して、市場にはメリットもあったという評価をして
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いるのですが、提携が始まってから、そういう効果が得られて評価が出るまで、やはり数

年ぐらい、マーケットに浸透するまで時間がかかっているのですね。今の事後審査という

やり方で、そういったマーケットの成熟をどこまできちっと評価していただけるかなとい

うのは、少し心配なところではあります。 

 加えて、先ほどの主張と、繰り返しになってしまうのですけれども、日本だとどうして

も、これまでの事例を見ておりますと、やはり小さいマーケットでの評価というものも優

先される、こういったような傾向もこれまで我々も、例えば東京－大阪間のシャトル便な

どでも経験しております。こういうものが認められるまでになかなか時間がかかる中で、

そこまでに至らずにＮＧだよというふうに判断をされてしまうというところを懸念してお

ります。結果的に、欧米でできるものが日本ではできないと、こういった形になってしま

うのではないかなと、こういう懸念でございます。 

○中条主査 そこはよく分かるのですけれども、一方でそれが過ぎると、今度は事前にこ

れはやってはいけないとか、そういう方の話が当然出てくるのですね。基本的に事前審査

と事後審査の話というのは、両方とも諸刃の剣のところがあって、余り事前にいろんなこ

とを決めてしまうと、例えば新規の航空会社の安い運賃に対してマッチングしてはいけな

いとか、そういうことを含めて、いろんなことが出てきてしまうのですね。ですので、あ

る程度ガイドラインを出しておいてもらわないと、ここまでは良いよ、その先は分かりま

せん、ということを言っておいてもらえれば、それは事業者としてはやりやすい話だと思

うのですね。独禁法上にこれはＯＫとか、これは駄目ということを具体的に書いていく話

では、性格上、ないのだろうなと私は思うのです。 

○岡田室長 そういう意味では、独禁法と、もう一つは航空法という２つの法律があって、

独禁法と航空法の関係ということで言えば、航空法においては、一定の条件であれば適用

除外を認めることができるという形になっているわけです。逆に言うと、今、公正取引委

員会は、航空法のそこを無くしてくれという主張になっているわけです。 

 では、航空法において一定の条件で適用除外を認めるというのはどういう条件なのか。

例えば利用者利便を不当に害さないとか、不当な差別ではないとか、そういう形で出てき

て、それがいわゆる国際航空間の航空政策的なものも含めた中でのものになっているわけ

です。それはいわゆる国際競争力という観点も含めてと思うのですが、そういう意味では、

言ってみればユナイテッド航空とルフトハンザと同様の問題についても、そういう観点も

含めて整理をされ得るのだろうとは思うのです。今の規制研の報告案の中で言うと、そこ

は全部公正取引委員会に行きますよという形になっているわけですね。航空法ではなくて、

公正取引委員会に行きますよとなったときに、どうなのかという部分も一つあるのかなと

思います。 

○中条主査 分かりました。そこは国交省と公正取引委員会とどっちを信用するかという

話ですね。 

○岡田室長 信用するか信用しないかということよりも、例えば我々も前回の公正取引委
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員会の規制研の中で、いわゆるヒアリングという形でお話をさせていただきました。例え

ば、ＩＡＴＡ運賃について先ほどご説明致しましたが、あれですら理解いただけないので

す。独禁法の観点から言うと、そんなの要らないのではないのかという話になってきて、

サービス提供とか、利用者利便とか、そこはある意味で航空行政的なこともあると思うの

ですが、そこら辺のところの話がなかなか、、、 

そういう意味ではどっちがいい悪いを論じるつもりはありませんが、所管官庁である国

土交通省の航空局の方が、ある意味で世界の航空情勢を踏まえた中での判断ができるのか

なとは思っている部分があります。 

○中条主査 そういう御意見もあるでしょうけれども、一方で、競争当局は他の産業の動

きなども見ながら、いわゆる世間的な常識というところで判断をする。航空の特殊性とい

うのは、航空の人たちは特殊だと思っているけれども、実は世間一般から見ればそうでは

ないという観点でものを見ていく。しかし、同時に、マーケットの状態とか、そういった

ものについて、それぞれのマーケットについて詳しくは知りませんよという状況があるわ

けです。だから、私は、航空局の経済関係の人がみんな公正取引委員会に移ってしまえば、

それでいいことだと思っているのです。 

 電気通信の分野でもそういうことがあって、総務省の方がいろんなことをよく知ってい

るのだけれども、公正取引委員会の方はその辺のところはよく分からない。公正取引委員

会としても、自分のところの力をちゃんと主張したいというところも当然ありますから、

それぞれの産業分野がそれぞれの特殊性でいろいろと口を出してくると、うるさいよとい

う話もあって、なかなか複雑なところではあると思うのです。ここは多分、規制改革会議

の中でも意見は分かれるところだと思います。 

 私は、ともかくそれぞれの分野でそれぞれの役所が経済的な規制の分野について、もう

規制緩和したのだからという大きな流れでいくと、そこに余りかかずらわっていない方が

いいなとは思っています。いずれにしても、今のやり方でいくと、電気通信にしても航空

にしても二重規制の問題というのが当然発生してきて、悪くすると、競争法上の規制と航

空法上の規制と両方がかかってきて、しかも両方の役所からいろいろ言われるということ

があるわけで、それは最低限避けたいなというところでは、恐らく規制改革会議としては

意見が一致している。ただ、それでは、そのときにどっちに任すかという話については、

それぞれ不信感があって、なかなかに難しいところではあるわけです。おっしゃることは

よくわかりますし、ｅタリフという言葉からして、いちいち説明しなければいけないのは

大変だよなというのもよく分かるところではあります。 

○宮川担当部長 ちょっと繰り返しでくどいふうになりますけれども、最近の事例で私ど

もが非常に危機感を感じたのは、エールフランスとデルタ航空が今回、ルフトハンザ、ユ

ナイテッド航空と同じように、より深い提携関係を結んで競争していくということで、こ

れはヨーロッパとアメリカの間では、オープンスカイなり、あるいは自由化の進展という

のを背景にして、競争のステージが少し変わってきたなと思います。そういう意味では、
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アジアはまだそういうステージには無いわけですけれども、恐らく今後、オープンスカイ

なり自由化なりの進展の中で、トレンドとしては多分、同じように、アメリカなりヨーロ

ッパというのは、アジアを同じようなマーケットとして見ていくのだろうなと思います。 

 そのときに、先生がさっきおっしゃったように、原則黒で例外白なのか、原則白でここ

は駄目という話なのかと言ったときに、やはり航空政策の問題として、全体はそういうふ

うなことを認めるという方向にトレンドで動いていくのだろうと、現実に商売をやってい

る立場からすると、非常に危機感を覚えております。そういったものの中で、黒のところ

は認められないということは当然ですけれども、航空政策という観点では、そういったも

のが広範に展開されていくような世界をにらみながらやっていかなければいけないのでは

ないかなという危機感を今、強く感じております。 

○中条主査 それは理解できるのですけれども、航空の分野、例えば航空会社であるとか、

航空の規制当局である国土交通省航空局とか、そういうところで考えておられる原則とい

う話は、やはり航空の世界の原則なのですね。独禁法の規制研の先生方とか、あるいは公

正取引委員会が考えているのは、原則というのは全産業なのですね。全産業では原則黒だ

よねという話なので、その中で航空の特殊性がどこにあるかというところを、他の産業と

並べてみていったときに、ここがそんなに特殊なのですかという観点でものを見られます

から、原則は黒なので、ただし、特殊性がある場合には、それは認めましょうという発想

になってくるのだと思うのです。 

 航空の分野で見た場合には、さっきも申し上げたように、本来だったらもっと企業間で

強い提携をやってもおかしくはない部分があるのだけれども、外資規制等々、それから航

空協定上の縛りがいろいろあったりして、それができないという部分がある。そういうと

ころを前提でものを考えていきますから、普通のマーケットだったら、例えば共同で生産

をするというのが当然あるわけです。それがかなりのシェアを持ってしまうと、それは駄

目ですよという話というのは出てくるわけだけれども、例えばそれが２割、３割のシェア

程度であるならば、共同で生産するなどという話はそうそう問題にはならない話ですね。

その辺のところがどれぐらい独禁当局がお分かりになって、独禁政策を実行していくのか

というところについて、多分、恐らく皆さん不安があるところなのだろうなと、そこはよ

く理解しているつもりではあるのですね。 

○岡田室長 そういう意味では、いわゆる独禁当局は、マーケットを見て、それがどうだ

という判断をするのだと思うのですが、マーケットをどこのマーケットで見るかという問

題がやはり難しいのだろうなと思っているわけです。 

 先ほど先生おっしゃったように、航空というのは特殊なのかという部分で言うと、ある

意味で特殊な部分が残っている。それはなぜかというと、戦後、いわゆるシカゴ体制とい

うものに基づく二国間協定というものが歴然として残ってしまっている。ＥＵというのは

１つの経済統合体をつくったので、あの中ではクリアしましたが、そういう意味ではＥＵ

という１つの国をつくったようなものです。ただ、全体的に言うと、世界はまだシカゴ体
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制の中での二国間協定で動いている。そういう意味では多分他の産業とは違う部分がある

のだろうなと思います。そこの中で、片方で自由化ということが進んでいるわけです。で

も、自由化も、少なくともシカゴ体制における二国間協定を前提としており、それを前提

とした中で我々は競争していくわけなので、そういう意味で、やはり大きく違うのだろう

なと思っています。 

 結局、それをやることによって競争が促進するのか、利用者に良いサービスが提供でき

ているのかということで言うと、先ほどの話にもありましたように、欧米ではもう既にそ

ういう事例も出てきているので、そういう部分も含めて言うとどうなのかなということは

あるのだろうと思います。 

○中条主査 そこのところは、判断のときに、どれぐらい柔軟な発想を競争当局がしてく

れるかなのですね。 

○岡田室長 そうです。 

○中条主査 それを余りがちがちにやられたら困るし、逆にがちがちにやることが、見た

目、競争を促進することのように見えるけれども、実は実際にはそうではないというよう

なことかしばしばありますので、私もそこまでは独禁当局を信頼しているわけでもないわ

けです。 

 ただ、原則の話になると、確かにおっしゃるようにシカゴ・バミューダ体制がかなりま

だ残っているというのはそうなのですけれども、だんだんこれから無くなっていくという

ことを頭に置きながら、そっちの方向で物事を考えていくのか、制度的な枠組みもそっち

の方向で考えていくのかということであれば、原則は他の産業と同じですよねというとこ

ろから始まって行かざるを得ない。 

 ただし、産業の特殊性を考えて、例えばフレックスフェアだとかｅタリフというのは認

めないと連帯運送はできませんよねという話ですから、そういうところはきちんとある程

度ガイドラインを作っておいて、これはＯＫですよと、そういう形で対応していくのが現

実的なのかなと思っているのです。独禁当局がどう考えるかは分かりませんけれども、フ

レックスフェアだとか、あるいはｅタリフという話は、一応、ＥＵでも認められているや

り方ですから、そういうものを日本の独禁当局が、そこまでだめよと言う可能性は恐らく

無いので、だからこそ規制研も、それはやってみた後でと言うのは、多分、そういうこと

を恐らく考えているのではないかなとは思います。 

○後藤部長代理 今の話で言うと、正におっしゃるとおりで、ｅタリフ、フレックスフェ

アはそうは言っても必要だよねと、ＥＵでも事実上認められているのであれば、それは日

本で規制する必要もないだろうということと、同じ議論がアライアンスの世界でもあって

しかるべきかなと思うわけなのですね。要は、端的に言ってしまうと、運賃もしかり、ア

ライアンスもしかり、欧米で認められていることを日本だけできないという環境だけは勘

弁してほしいなと思います。 

 我々、自由に競争していくのだけれども、そのルールはイコールにしてほしいなと、こ
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ういうところです。カルテル度合いで言うと、確かにアライアンスの方がかなり深い、Ｉ

ＡＴＡ運賃とは比較にならないということので、同じ判断かどうかというのは議論がある

のかもしれませんけれども、認められている実態があり、それによる市場への効果、こう

いったものがあらかじめ分かっている中で、加えてアメリカのように政策的な判断という

のも各国がしてきている。自由化のツールとして片や使っている。こういった中で、公正

取引委員会当局が判断するときに、例えば自由化のツールとしてこれを使っていくみたい

な判断が本当にできるのだろうか。仮にアメリカがオープンスカイを日本ともやろうでは

ないか、そのかわり、例えばユナイテッド航空とＡＮＡとのこういった提携だとか、ＪＡ

Ｌとアメリカン航空とのこういう提携を認めてあげるよといってきたときに、公正取引委

員会がそれを航空政策の観点から判断できるかなというところを心配しているわけです。 

○中条主査 多分、それは航空政策の観点から判断すべきではないと思うのです。航空政

策とか、そういう話ではなくて、要するに通常のマーケットにおいても、提携関係とかは

あるわけですから、そういうことと横並びで見たときに妥当かどうかということを判断し

ていくべきなのだろう。なぜ航空の分野だけそこの部分を特殊だと考えるのかということ

なのですね。 

 例えば自動車産業だと、４社とか、日本の中ではそれぐらいしかない。でも、世界のマ

ーケットで見れば、かなり競争的な形でやっているわけです。そういう中で２社が何らか

の形で提携をしましたと言っても、それはかなり競争的な状態ですからいいのではないで

すかという判断をすべきです。 

 航空の分野でもやはりそうで、国際競争の中でアライアンス間で激しい競争をやってい

ますね、だからアライアンスの中で、そのアライアンスを強化するためにユナイテッド航

空と全日空がこれまでにはない強固な提携をやっても、それは認めるべきではないかと、

そういう形で物事を判断していけば、航空の場合でも車の場合でも、同じように考えてい

くべき話だということです。 

 ただ、問題は、日本の独禁当局がその点を、車に関しても航空に関しても、そういう視

点で物事を判断してくれるかどうかという点について、若干心配な点があるということな

のです。私の個人的な心配としてはですね。 

○岡田室長 我々もそこに大いなる心配があるものですから、こういう主張をさせていた

だいているということです。 

○中条主査 ですから、そこのところの主張を航空は特殊だということで言ってしまうよ

りも、一般的な議論としておっしゃった方がいいのかなということなのです。航空の特殊

性をもし言うとすれば、先ほど申し上げたように、本来もっと強固な提携関係というか、

極端なことを言えば合併というか、それが制度的にできない状況なのだから、独立した会

社の間でも強固な提携関係は認められるべきだということは、それは特殊な部分だと思い

ます。 

 あと、単純な質問なのですが、航空協定をやっている場合に、その航空協定の中では、
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例えばダブルアプルーバルになっていて、両国の政府の認可を受けなければいけないこと

になっている場合、かつ、どちらか片方の国でも両方の国でもいいのですけれども、ＩＡ

ＴＡの運賃を基本にして考えるのだというようなことを片方の国が考えている場合に、片

方はＩＡＴＡ運賃適用除外だという判断をした場合に、これはどうなるのですか。 

○後藤部長代理 ダブルアプルーバルの場合は、片方がＩＡＴＡでなければ駄目よ、ＩＡ

ＴＡでやりましょうよという判断をした場合には、もう片方の国の認可をも得なければい

けないので、そのルールに従わなければならないということになってしまいます。 

○中条主査 その国はＩＡＴＡは適用除外を外すと言っている国だとすると、ＩＡＴＡ運

賃を守ることになるわけですね。 

○後藤部長代理 適用除外を外すというのは。 

○中条主査 外すという決定がなされる。ですから、例えばＥＵと南米のどこか、日本も

今の段階ではそうなりますね。そういう場合にはどうするのですか。そこは仕様が無いの

ですか。 

○後藤部長代理 そうですね。例えばＥＵに関して言いますと、これまではまだ欧米間と

欧州豪州間でしか撤廃されていないですけれども、全廃になりますので、そのときには日

本に対しても、欧州ではＩＡＴＡ運賃会議では運賃が決められない、日本路線もですね。

これは日本の状況いかんを問わず、そうなってしまうという状況になりますね。ですので、

日本も対応せざるを得ないということです。 

○中条主査 質問の意味は、航空協定上、ダブルアプルーバルになっていて、相手国がＩ

ＡＴＡ運賃を認めていて、こっちはＩＡＴＡ運賃を認めていないという場合に、向こうは

航空協定上はＩＡＴＡ運賃に従って運賃を認可するというやり方をしますね。そうすると、

こちらの方はＩＡＴＡ運賃の適用除外は認めていないわけですから、ＩＡＴＡ運賃に従っ

た運賃の認可申請は受け入れられないという話になりますね。けれども、航空協定上はそ

れを認めざるを得ないということになるのですか。突っぱねていても話にならないですよ

ね、現実的には。 

○後藤部長代理 そこはだから、航空協定と国内ルールとの矛盾が発生するということに

なるのですね。 

○岡田室長 キャリア運賃の話ですか。 

○後藤部長代理 キャリア運賃云々の前に、国に対する認可申請をどうするかというルー

ルがあるので、先生おっしゃるような状況というのは、要は矛盾として発生する可能性が

あると思いますね。だから、例えばキャリア運賃の指定企業間合意が今般の規制研の報告

書の中でも話題になっておりまして、指定企業間合意は今、当然、適用除外を受けている

わけですけれども、我々、別に指定企業間合意なんて必要だと思っていませんから、これ

は適用除外を外してもいいですよというスタンスはあるのです。 

 ただ、今の状態は、要は条約の中に指定企業間合意が必要だという条項が残っているに

もかかわらず、適用除外を外してしまうと、指定企業間合意を条約に基づいてやろうとす
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ると日本の独禁法に抵触するので認められないという、こういうことで運賃が張れないと

いう状態が発生します。似たようなことで、協定上の認可申請をダブルアプルーバル方式

にして、かつ片方の国でもそれが認められないということになると、運賃が張れない状態

が発生し得るのではないかと思われます。 

○中条主査 それはその都度、現実的に対応していくしかないのですかね。 

○後藤部長代理 そういうことですね。そこはやはりルールが不整合にならないような、

例えばルールの見直しと併せた協定なり条約の見直しということをやっていかないと、現

実的にマーケットが成り立たないということになると思います。 

○宮川担当部長 今、実際にヨーロッパはそういう状況になりつつあります。ヨーロッパ

の中ではもうＩＡＴＡということで運賃の、皆が集まって会議というようなスキーム自体

がもう成り立たないということですので、矛盾の状況が生じているということです。 

○後藤部長代理 そうですね。日本がまだ適用除外が残っていても、ヨーロッパの全マー

ケットで適用除外が廃止されますので、そうなると、先程申し上げたように、日本発の路

線ですら運賃会議というのはできなくなる。日本のキャリアもできなくなるということに

なります。 

○中条主査 でも、実際にはキャリア運賃でやってしまっているから、余り関係無いとい

うことですか。 

○後藤部長代理 従来のＩＡＴＡ運賃に対しては、そこでも恐らく、日本はまだですが、

ヨーロッパの方で日本マーケットも適用除外が廃止されれば、日本マーケットにも替わり

にｅタリフ、フレックスフェアが適用されるということになると思いますので、我々はｅ

タリフ、フレックスフェアで欧州路線の運賃を決めることになると思います。 

○宮川担当部長 そういう意味では、それも認められないということになると、いよいよ

大変なので、ヨーロッパはそういうルールにしているということは、その必要性を半ば認

めているということなので、日本も同じところに乗っかっていって、協議はしないけれど

も、一定のルールで定められたｅタリフだとかフレックスフェアに乗っかって新しくやっ

ていくことになろうかというふうに思うわけです。そこまで縛られてしまうと、その先を

どうしたらいいのかというのは厳しい状況になるのではないかなと思います。 

○中条主査 わかりました。１のところは私も全く同じ考えなので、恐らくｅタリフ、フ

レックスフェアというのは思いつきでできたものではなくて、ある程度の歴史というか、

経験もあるわけで、その中で生まれてきたものですから、あの形のほかにはなかなか在り

様が無いのだろうなと思うのですね。だから、それはＯＫだというふうに言ってもらわな

いと困るよねということです。 

 考えようによっては、日本の公正取引委員会はもっとルーズかもしれない。連帯運送に

ついてだけ話し合っても、それはいいよとか。ただ、連帯運送について話すときには当然、

東京－ロンドン間の運賃を幾らにする、幾らにするという基が無いとそれができないので、

そこのところが問題になってくる話なので、それは自己矛盾になってしまいますからね。
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余りいい加減な形ではできないでしょうから。いずれにしても、そこのところは、それを

適用除外にするというよりも、ガイドラインでしょうね。そういう場合はＯＫという形に

してもらうのは、そこは必要だと私は思っています。 

 アライアンスについては、先ほども申し上げたように、これもある程度のガイドライン

があってしかるべきなのだろうけれども、今度はガイドラインをつくるときの議論が、e

タリフなどの話と違って、なかなかここは議論があるところですね。ガイドラインそのも

のについてですね。基本的なことを言えば、運賃に関係する協定までＯＫと言うかという

と、ここはかなり抵抗のあるところでしょうから、プールだとか、そういう話になると、

ここはやはり形としては、これは独禁法の原則なので、原則は駄目よなんて何も言う必要

は無いので、独禁法ではそれは基本的に駄目ですよということが明確になっているわけで

すから、それに対して、ここの部分は市場の状況に応じてきちんと対応しなければいけな

いよという話がどこまで通じるかということでしょうね。御主張はよく理解できました。 

 それでは、またいろいろと教えていただきたいことがありましたら、改めてまたお願い

することがあるかと思いますけれども、よろしくお願いいたします。 

 今日はどうもありがとうございました。 

 


